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１. はじめに 

 近年，集約型都市構造の実現を目指し立地適正化

計画を策定する都市が増加している. 立地適正化計

画内では，集約の必要性や将来起こりうる課題の周

知啓発を通じ居住の集約化を促進するゆるやかな集

約を目指している. しかし，実際には居住誘導区域外

から居住誘導区域内への転居はあまり進んでいない

のが現状である. そこで本研究では，集約型都市構造

への転換を目指す都市における居住誘導区域外の住

民に着目し，現状における居住誘導区域内への転居

意向と居住地の満足度を示した上で，転居誘導施策

が実施された場合の転居意向及び居住を続ける要因

を明らかにすることを本研究の目的とする.  

２．既存研究の整理 

 西山ら 1) は，10 年以内に転居を行なった住民の居

住地選好を類型化し，望ましい都市構造への誘導を

行う上では長期の居住を前提として移転を行う人々

の移転のタイミングでの誘導が特に重要であること

を示した. 山崎ら 2) は，転居意向を有する住民に対し

居住誘導施策によるメリット・デメリットを付与し

た居住地選好に関する SP 調査を行い，郊外の施設撤

退等の施策を実施した場合，実施しない場合と比較

して居住を集約化させる方向に 1 割程度選択を変容

させることを示した. しかし，既存研究では立地適正

化計画における居住誘導区域外に在住する住民の転

居意向が明らかにされていない.  

３．研究方法 

（１） 研究の流れ 

 初めに居住誘導区域外に在住の住民にアンケート

調査を実施する. 次に現状における居住誘導区域内

への転居意向を示した上で居住地の満足度を因子分

析及びクラスター分析を用いて分析し，現状で転居

意向を持つ住民がどの程度いるか，また現状で定住

意向を持つ住民の現居住地に対する満足度を示す. 

次に居住誘導施策を提示し，提示後の転居意向につ

いて二項ロジスティック回帰分析を用いて分析を行

い，転居意向の有無と属性・満足度との関係を示す. 

最後に施策提示後も転居意向を示さなかった住民の

定住要因について因子分析を用いて明らかにする. 

（２） 対象都市の選定 

 本研究は立地適正化計画を策定し集約型都市構造

への転換を目指す千葉市で実施した. 対象となる地

域は居住誘導区域外に位置する高度経済成長期やバ

ブル経済期に建設された戸建住宅地とした. 

（３） アンケート調査概要 

 アンケート調査は 2021 年 11 月に実施した. 調査

項目は，（1）現在の転居意向（2）現居住地の満足度

（3）居住誘導施策の提示とその際の転居意向（4）施

策後も転居を行う意思がない方へ転居を行わない理

由の 4 項目を尋ねた. ここで提示した転居誘導施策

は，転居の際の補助金（施策①），公共交通の減便（施

策②），公共施設等の生活利便施設の撤退（施策③）

の 3 つである. なお，本調査では 46歳から 90歳まで

の 111サンプルを収集した. 

４．分析結果 

（１）現居住地の満足度に関する分析 

 現状の転居意向に関して，居住誘導区域外の住民

の現状における転居意向を持つ方は 16%であった. 

更に現状で転居意向を持たない方を対象に，現居住

地の満足度を分析した. 因子分析の結果，全部で 4 つ

の因子を抽出した（表－1）. 第一因子は A7 から A10

を「利便性要因」と，第二因子は A11 から A13 を「住

宅要因」と，第三因子は A1 から A3 を「環境要因」

と，第四因子は A4 から A6 を「コミュニティ要因」

と名付けた. 平均尺度得点を見ると利便性要因の得

点が低くなっており，特に利便性要因を中心に不満

を抱えている住民が多いことがわかる. さらに各個

人の因子得点についてクラスター分析を行なった結 
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果を表－2 に示す. これらの結果より，現状で転居意 

向を持っていない住民は，利便性を中心に相対的に現

居住地に不満を抱いている住民が多いことが明らかに

なった. 

表－１ 居住地の満足度に関する項目と分析結果 

 
表－２ クラスター分析の分析結果 

 
（２）居住誘導施策提示後の転居意向に関する分析 

現状で転居を行わない住民に対し居住誘導施策を提

示後の転居意向の有無を目的変数に，属性及び上記ク

ラスターを説明変数に置いた二項ロジスティック回帰

分析（説明変数の選択方法：減増法・基準 P値 0.05）の

結果を表－3 に示す. 特に年齢と転居意向に関して，65

歳を境に，65歳未満が転居意向を持ちやすく 65歳以上

が転居意向を持ちづらいことが明らかになった. 

表－３ 居住誘導施策提示後の分析結果 

 
 また，居住誘導施策毎の転居意向を見ると，施策①で

の転居意向を示す住民が 12%，施策②での転居意向を

示す住民が 7%，施策③での転居意向を示す住民が 18%

となり，公共施設等の生活利便施設の撤退が最も転居

意向に影響を与える結果となった. 

（３）施策後も居住を続ける要因に関する分析 

 居住誘導施策後も転居を行わない方々について，転

居を行いたくないと考えた理由について因子分析を行

なった結果全部で 3 つの因子を抽出した（表－4）. 第

一因子は B4 から B6 を「経済要因」と，第二因子は B1

から B3 を「家族要因」と，第三因子は B7 から B9 を

「個人要因」と名付けた. 寄与率を見ると家族要因が施

策後も定住を続ける要因に大きく作用していると言え

る. また転居できない要因としてアンケート調査中に

得られた意見として，生活圏が他都市と結びつきが強

いため他都市の拠点への転居なら考慮するといった意

見や，転居後に現住居の管理や取り壊しに対する保証

を行なって欲しいといった意見が挙げられた. 

表－４ 居住を続ける要因に関する項目と分析結果 

 
５．おわりに 

 居住誘導区域外に在住する住民のうち，現状で転居

を考えている人は 16%に留まったものの，利便性を中

心に相対的に不満を抱えている住民が半数以上であっ

た. また，居住誘導施策後の転居意向の有無について分

析した結果，年齢・同居する子供の有無・現居住地に相

対的に不満を抱えているクラスターが有意であり，居

住誘導施策毎の転居意向の違いを見ると，施策③が最

も転居意向に影響を与える結果となった. さらに，施策

後も居住を続ける要因としては家族要因が影響してい

ることが分かった. 以上を踏まえ，集約型都市構造の実

現に向けて，公共施設等の撤退などの撤退施策と，撤退

後の住宅の保全・管理の保証や他都市と連携した立地

適正化計画の策定が必要であると結論づけられる.  
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